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事業計画及び成長可能性に関する事項



企 業 理 念

すべての人の FIRST BEST に

実務的な職人業に終始するのではなく、マナーや身だしなみを含めたサービス精神を研磨し、施

工や施術を通して、お客様へ最適なライフスタイルを提案する「サービス業」として確立する。

サービス業として顧客満足度を追求し、それにより得られる正当な対価を基に、職人の社会的地

位を再形成することで、株主・顧客・従業員・取引先など、すべてのステークホルダーに選ばれ

る企業価値を目指す。

アクアラインが掲げる『すべての人のFIRST BESTに』は、そんな思いが込められています。
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１．主力事業



ミネラルウォーター

事 業
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当社の主力事業

広告メディア

事 業

水まわりサービス

(支援 )事業

生活サービス
全国の生活サービス業者
を比較検索

加盟店支援・加盟店

家まわりのお困りごとに関するプ

ラットフォームサイトの運営

自社製作のミネラルウォーターを

法人向けに販売

トイレや水道蛇口の水漏れ、つま

りなどの緊急修理サービス

※水道屋本舗は業務停止処分により2022年5月31日以降開始
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事業について

水まわりサービス

（支援）事業

少子高齢化という人口構造の変化により、新設住宅着工戸数の減少がみら
れるが、既存住宅の平均築年数は上昇している。そのため、住宅老朽化と
共に、水まわりのトラブルを含む住宅の不具合は増える傾向にある。また、
緊急修理等の需要だけでなく取替・交換のニーズも増えている。

・受注拡大
・業務提携先（加盟店）

との関係強化

広告メディア

事 業

コロナ禍の影響で在宅勤務特需が発生し、ますますニーズが増加している。
その一方で生活救急系サイト「EPARKくらしのレスキュー」の登録加盟店
が少なく需要に追い付いていない。特に電気工事系は依頼過多となり新規
受注を停止する店舗が続出中のため、早急に加盟店の追加募集に注力する。

・加盟店（広告掲載店）
の募集

ミネラルウォーター

事 業

コロナウイルスの影響によりホテル・スポーツクラブの納品数量は減少し

ている。スーパーマーケットなどの流通や、EC販売などで２Lミネラル

ウォーターの需要が高まっている。2011年の震災からの第2回入れ替え時

期となるため保存水の需要が高まると考えられる。

・保存水の入れ替え需要
・法人向けの需要拡大

各市場の変化への迅速かつ柔軟な対応が求められる

当社の注力事項市場の現状
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事業ドメイン

住宅設備機器の交換

・トイレ
・食洗機
・給湯器
・エアコン

住宅設備機器の交換

・外壁、外溝工事
・フローリング内装
・システムキッチン
・浴室
・害虫駆除

一般リフォーム 大規模リフォーム

～50万円 ～300万円 300万円～

※費用はイメージ

※ ※ ※

補修・小工事

・水漏れ修理

・壁紙の補修工事

・鍵

～5万円
※

補修・小工事

・リノベーション

・デザインリフォーム

・改築リフォーム

他企業 水道修理店 他 リフォーム会社 他 家電量販店 他 ハウスメーカー 他

アクアラインの主力事業



２．市場環境
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主力事業の今後の戦略 －水まわりの市場規模－

同業社数

３万社

3：リフォーム市場

1：水まわりの緊急トラブル・修理

2：水まわりの製品・関連商品の買い替え

4：生活お助けサービス

6.5兆

2.8兆

800億

※ のサイズはそれぞれの市場規模を表しています

［参考］

※1 国土交通省：2020年12月10日プレスリリース「建築物リフォーム・リニューアル調査報告（概要）」をもとに当社作成

※2 ㈱矢野経済研究所：2020年8月21日プレスリリース「住宅リフォーム市場に関する調査を実施」をもとに当社作成

※3 ㈱矢野経済研究所：2020年7月16日プレスリリース「住設建材＆住生活サービス市場の国内市場を調査」をもとに当社作成

※1

※3

※2

7.3兆
6.5兆

0.8兆
※3＋

※3



３．成長戦略
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創業

水まわりサービス事業の規模拡大

売

上

高

拡
大
領
域

既
存
領
域

中長期成長イメージ

（百万円）

7,000

水まわりサービス

ミネラルウォーター

広告メディア

2023.2（見込）

・水まわりサービス（支援）
事業の規模拡大

加盟店による水まわりサービス
支援事業の規模拡大
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ＣＲＭ機能の拡充とＡＩ活用

成長戦略

売上高の成長

＆

利益率の向上

CRMの拡充

ＳＯＳ

３９コール

ＳＥＯ

2021年2月期実施

顧客の利用履歴

・情報管理等

レコメンド

スピード見積
MiiTel

モバイル端末

ＤＸ

顧客フォロー体制

の強化

2023年2月期実施予定

顧客との会話情報の管理及び
共有による業務支援等
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アクアライン新体制

日本の職人は世界トップレベルの技術を持ち合わせており、価値の高い存在であるが現状衰退傾向にある。

彼らをより強くサポートしていくことにより、この状況を改善していきたい。

延いてはその先にいるお客様へより良い、安心出来るサービスを提供したい。

アクアラインはそのような立ち位置でありたい。

より安定した仕事の供給・情報共有・教育等のサポートで

日本の職人を元気に

新体制により期待できる効果

「職人」の労働環境、賃金の確保 → 職人数の維持、増加

「消費者」へのサービス向上 → 顧客満足度の向上

「企業」の利益確保（マッチングビジネス紹介手数料、新規ルートからの集客等）→ アクアラインの成長
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アクアラインの新体制

アクアラインはさらなる事業拡大を目指し、新体制へ

直接営業から加盟店ビジネスへの転換

雇用形態の見直し（働き方改革）

1

2

3

ＥＣサイト運営開始による業務効率化



直接営業から加盟店ビジネスへの転換
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アクアラインの新体制

2021年8月17日より、加盟店ビジネスへ試験運用

［背景］

従来より、「職人」の労働環境、賃金の確保に重点を置いた施策を行っていた。

ただし、職人数の維持、増加に伴う採用コスト並びにコンプライアンスに対するコストを鑑みて、

加盟店モデルへの転換の必要があると判断したため、2021年12月より実施。

1



加盟店支援として提供するもの
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アクアラインの新体制

技術支援（初期研修及び随時研修）

マナー研修及びコンプライアンス管理

デバイスおよびシステムの貸し出し（タブレット・スマートフォン・録音機器等）

顧客の紹介

コールセンター業務の代行

顧客管理システム

見積請求作成システム

材料発注システム及び販売（アクアラインのスケールメリットを活用）

アクアライン 加 盟 店

提 供

手数料
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アクアラインの新体制（加盟店ビジネスのイメージ）

現 状 今 後
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営
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営
店
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※業務停止処分により2022年5月31日以降開始
※大規模加盟店：20名以上

※ ※ ※

大

規

模

加

盟

店

大

規

模

加

盟

店

※業務停止処分により2021年８月17日まで



ＥＣサイト運営開始による業務効率化
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アクアラインの新体制

2021年10月4日、

ECサイト「即決ドットコム」を開設。

トイレ交換や蛇口交換を行う際

水道修理業者に依頼を行う一方、

「amazon・価格com等で商品検索 → クリック購入」

の時代が到来。

今後、部材販売の方面からの集客を強化

［背景 ］

2



従業員の徹底されたサービスマナー

安全安心、熟練スタッフが
スピーディーな取付工事

専門業者ならではのラインナップ

業界でも低価格で商品販売が可能

Copyright © Aqualine Ltd. All Rights Reserved 18

EC経由でも受注可能な会社へシフト

安心安全の施工を提供する部材販売サイト

ステイホーム（テレワーク）をより快適に
過ごすための住宅設備を格安で販売・取付

アクアラインの特化した強み・技術をEC市場で活用することで経営資源を有効活用

シナジー効果

ECによる受注形態を確立

駆けつけ・訪問販売からの

脱却を目指す

アクアラインの新体制

電話ベースの受注から「EC」による受注へ
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電話やFAXでのアナログな受注からECへDX

自社ECサイト即決ドットコムをベースに

複数のECモールへ出店。

部材購入からの取付工事受注、

取付工事サービス自体の販売など。

あらたな集客チャンネルの拡大

EC
モールA

EC
モールC

EC
モールB

ECサイト

即決
ドットコム

仕入・施工

アクアライン

アクアラインの新体制

新たに生み出す多角シナジー

駆けつけ・訪問販売から通信販売事業へ



雇用形態の見直し（働き方改革）
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アクアラインの新体制

世の中の雇用状況や働き方の変化に伴い、長年行ってきた正社員制度（終身雇用）から

加盟店制度（フリーランス）へと雇用体制の切替えを行う

※ 2年前には加盟店制度を開始予定で準備を進めていた為、スムーズに移行可能な状況

（コロナの影響で保留していた）。

キャリア形成の選択肢を拡大することにより、効率の良い販路拡大が可能

3



４．事業概要及び強み・特徴



４－１．水まわりサービス（支援）事業
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水まわりサービス事業 – 系統図 –

コ ー ル セ ン タ ー倉 庫

連絡・指示配送

トラブル対応

修理・受付

報告

手数料発注
出荷 受託

業務提携先広告

契約メーカー

管材店

GPS 訪問

お支払い

当
社
及
び
加
盟
店

■主要広告媒体

インターネットホームページ

タウンページ

マグネット

ちらし 水まわりトラブル・修理等の依頼

サ ー ビ ス ス タ ッ フ ・ 加 盟 店

お客様（一般家庭・店舗等）

業 務 提 携 先
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一連のフローを一気通貫で提供

集客からアフターフォローまで、従来の商習慣で生じていた意思の疎通を解消する

ITを駆使したシンプルかつ一気通貫のビジネスモデル

集客
受付
プランの
ご案内

訪問
プラン

の確認
作業 決済

ＣＳ
アンケート

リピート [SOSアプリ]
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当社のプラットフォームの強み・特徴

一 般

電話・メールなど様々なチャネルに対応し、「お客様の声」を一元化

・水まわり修繕

・鍵

各種トラブルに対応

アクアライン グループ

・害獣害虫

・エアコン修理交換

・リフォーム

ｅｔｃ・・・

店舗メール電 話 その他

個別対応個別対応 個別対応 個別対応

店舗メール電 話 その他

個別管理 個別管理 個別管理 個別管理 一 元 管 理【 MiiTel・モバイルデ端末 】
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営業組織・採用活動の強化
（サービススタッフ人数推移（水まわり関連加盟店含む））

新卒・シニア層の採用1 教育研修プログラムの拡充2
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347

210

240

170

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

400人

2021年2月期 2022年2月期

（水まわり関連加盟店含む）

2023年2月期

（水まわり関連加盟店含む）

見込 実績

注：2022年2月期見込 347人は加
盟店従業員の「かけつけ事業」に
従事する従業員を記載しておりま
したが、2022年2月期実績並びに
2023年2月期見込は、「かけつけ事
業」のうち、水まわり関連事業に
従事する従業員に変更して記載し
ております。
なお、2021年2月期と2022年2月期
を比較すると70名減少しておりま
すが、理由としては、当社が行政
処分受けたことにより、減少して
おります。
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コスト競争力の強化（広告費及び販売手数料の推移）
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注：2022年2月期（見込）と2022年2
月期（実績）を比較すると92百万円
減少しております。
理由としては、当社が行政処分受け
たことにより、減少しております。

1,085

1,342 1,298
1,139
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133

97

1,571
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1,236

0百万円

200百万円

400百万円

600百万円

800百万円

1,000百万円

1,200百万円

1,400百万円

1,600百万円

1,800百万円

2021年2月期

（実績）

2022年2月期

（見込）

2022年2月期

（実績）

2023年2月期

（見込）

販売手数料 広告費



28※ SEOとは、検索エンジン最適化(Search Engine Optimization)の略称で、GoogleやYahoo!の検索結果で自社Webサイトを上位に表示させるために様々なアプローチでWebサイトを最適化する手法です。

施工事例集・ユーザーレビューなどのユーザーに有益な情報の蓄積・提供により、サイト訪問者の増加及び コンテンツ力

の拡大により、サイト流入が増加し、総合生活サービスの成長サイクルを 構築することで高い集客性と広告コストの削減

を実現し、経営効率を高めている。

Copyright © Aqualine Ltd. All Rights Reserved

① データベース構築

国内主要メーカー最新商品を取扱い

施工事例集 100万件超

ユーザーレビュー

交換工事事例の獲得

ユーザーレビュー

顧客情報の蓄積

物件情報の蓄積

④ 施工完了まで管理

② サイト流入

強固なSEO

グループ内コンテンツ

※

③ ユーザーアクション

見積り依頼

注文

蓄積された27年分の施工データを活用し次の成長フェーズへ

蓄積されたデータを活用し次の成長フェーズ へ
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水道修理工事業から生活サービス業へ

エンジニア（職人）を Re:ブランディング（DX）する会社

エンジニア
（職人） サービス

ＩＴ
（Technology）



「Re:ブランディング」された水道屋へ

単なる「労働集約型」の水道屋ではなく
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アクアラインの目指す「水道屋」とは

様々な施策により収益を上げ、職人の給与が上がることで、より多くの
職人が集まり、好循環をもたらす

会社の

成長
収益

増
職人

増
給与

増

「エンジニア」のRe:ブランディング
職 人



サービスマナー 追加提案 単価の向上

徹底したマナーにてお客様を接客し、住生活向上のための追加提案を行うこと
により作業内容を濃くする

同業他社 当 社

＜
単 価

+ ＝
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水まわりサービスに向けた施策 ①

「修理業」から「サービス業」へ



エンジニア（職人）のIT化（生産性の向上）

作業効率の向上 利益率の向上

直行直帰

リモート管理

材料の発注

請求書処理 連絡

iPadの付与

etc・・・

GPS搭載車両

事務作業時間の短縮化により、施工件数増

＝
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水まわりサービスに向けた施策 ②

勤怠管理

テレワークの開始



両社の強みを活かした企業価値の提供
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法人営業の集客強化

毎月新規顧客からの入電

業界初の上場企業

創業27年分のビックデータ

顧客向け
サービスの拡充

業務提携企業様
及び加盟店様

自宅に眠るブランド品の売却

新電力や太陽光の提供

コロナウイルス対策商品の提供

リフォーム対応

等・・・
新規取引希望企業様の増加

お家の中の困ったを解決



訪問先でオリジナル浄水器を安価で提案 定期的にカートリッジをポストへ投函

販売見込件数：サービススタッフ毎 2個 ／月

当社へのメリット：カートリッジ手数料収益

蓄積顧客からの利益 収益の安定・向上

ビックデータを有する当社にとり、いち早く導入すべきモデル

浄水器 販売

＝
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サブスクリプション・マネタイズ ①



新たな価値を生み出す 企業価値・収益 増＝
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訪問後サンキューコールを実施

→ 当社顧客データを使用し、クロスセールスにて

ウォーターサーバーを販売

当社へのメリット：販売手数料収益

C S 調査データ

コールデータの入手

ウォーターサーバー 販売
[サービス提供] [サービス利用]

サンキュー

コール

当社・
加盟店 お客様

[顧客満足度の調査]

[ウォーターサーバーの販売]

[販売手数料]

[顧客満足度の結果報告]

[利用者情報の共有］

※ウォーターサーバー販売 仕組

サブスクリプション・マネタイズ ②
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サブスクリプション・マネタイズ ③ SOS－生活お助けサービス－

全国対応可能な「生活関連の駆けつけサービス提供企業」

が相互的な業務提携を実現

携帯端末アプリケーションをプラットフォームに

ワンストップサービスを展開予定

アプリケーションの主な機能

・駆けつけサービス依頼
・手配状況確認
・クーポン発行
・お知らせ通知
・サービス利用履歴
・保証書の発行

Android端末、ios端末に対応
ダウンロードはGoogle Play・Apple Storeにて

上記が簡単ワンタッチ操作



４－２．広告メディア事業
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ＥＰＡＲＫ事業では、生活サービスをはじめとする駆けつけサービスを中心に、Ｗｅｂシステム構築、
Webサイト制作、ＳＥＯ改善、またＬＰバナーの制作など、多角的なWebマーケティングのサポートを
通じて、様々な経営課題を解決するソリューションをワンストップで提供。

クライアント特化型のトータルソリューションを提供

加盟店

の

増 加

サービス提供内容

広告メディア事業
Webシステム構築

・Webサイト制作

・SEO改善

・LP／バナー制作

EPARKくらしのレスキュー 事業概要



（株）EPARKくらしのレスキュー事業

ポータル検索サイト市場 ※12.2兆円市場へ参入

生活救急系の業者比較サイト

EPARKくらしのレスキュー
運営

エリアSEO強化型HP集合体

ローカルプレイス
生活救急領域の広告販売 ※運営元は(株)EPARK
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EPARKくらしのレスキューの事業及び市場規模

［参考］

※1 日経テレコン：2021年5月12日調査「ポータル・検索サイトの業界概要」をもとに当社作成
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収益構造

EPARKくらしのレスキュー ローカルプレイス

掲載加盟店からの販売手数料収入
（入電コストの削減）

生活救急領域における広告販売収入
（入電コストの削減）

+
EPARK

くらしのレスキュー

水道屋本舗を

水道トラブル

カテゴリに表示

ローカル
プレイス

水道屋本舗の

ブランドで

情報ページ掲載
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EPARKくらしのレスキュー加盟店数

120

248

20 22

180

0社

50社

100社

150社

200社

250社

300社

事業譲渡時

（2020年3月31日）

2021年2月期 2022年2月期 2023年2月期

見込 実績

注：2022年2月期（見込）
と2022年2月期（実績）を
比較すると60社増加して
おります。
増加要因としては、当社
が行政処分受けたことに
より、水まわり関連の業
種以外（主に、ハウスク
リーニング・不用品回
収）に注力したことによ
り増加しております。



GoogleやYahoo!などの検索エンジンによるサイト評価が高く
特に「地域×業種（サービス名）」のキーワードで行う地域検索

においては際立つ強さをみせる

ローカルプレイス

EPARKくらしの
レスキュー

EPARKドメインのシナジーと
圧倒的なローカルSEO

Yahoo!ロコや食べログなどサイトパワーが強い

Web広告や多業種ポータルサイトEPARKとの

相互リンク効果
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特徴・強み EPARKくらしのレスキュー / ローカルプレイス

EPARKくらしの
レスキュー



ポータルにて展開中の予約・順番受付サイト

生活救急系【EPARKくらしのレスキュー】を当社が子会社化、WEBサービス事業開始

「歯科」「医科」「薬局」の医療系サイトは、業界シェアNo.1
「飲食」「医療」「リラク」など、全業種を網羅するポータルサイトは国内で唯一EPARKのみ
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EPARK グループサイト



連動型広告

は信用性が

不透明…

Web検索において検索連動型広告のクリック率は近年低迷
ユーザーは自身で調べたい「地域×ワード」で検索実行
自然検索にて上位のサイトを選択する傾向にある

集客できるお店は
地域検索（ローカルSEO）に強く
検索順位が高い

検索上位サイトは
Googleの評価と
ユーザー満足度に
定評がある人気店

 情報が豊富

 口コミ好評

 安全で快適
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ユーザー動向 カスタマージャーニー

水漏れ！！

近場の修理屋を探したい

Web検索のキーワード

「虎ノ門 水漏れ」

検索結果

上位表示した業者へ連絡



随時更新中

住宅

清掃

家事

代行

引っ

越し

家具

移動

赤子

見守

老人

見守

墓参

代行

タク

シー

遺品

整理

盗聴

調査

リペア

車トラ

ブル

騒音

事故
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EPARKくらしのレスキュー カテゴリ拡大増設

掲載加盟店の大量追加募集

店舗用詳細ページ新規制作

新規サービスカテゴリ増設

掲載中カテゴリ

水 道 鍵 家 電 害虫駆除

ガラス
修理

害獣
害鳥駆除

リフォーム

住宅修理
ペット葬儀

買 取 葬 儀
ハウス

クリーニング

不用品
回 収

ガス機器
修 理 追加



４－３．ミネラルウォーター事業
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ミネラルウォーター事業

スポットビジネスである主要事業（水まわり修理）に加えてストックビジネスを

強化し、収益安定化をはかる

「安全な水を飲みたい」という要望に応えて飲料水事業開始

売上堅調・販売増勢・リピーター拡大

水道修理の現場で飲料水の問題に遭遇
蛇口を外すとパイプ内がサビだらけ

マンションの高架水槽を開けると異物が混入している場合も

ウォーターディスペンサー充填式 ミネラルウォーター

ペットボトル入り ナチュラルミネラルウォーター

1

2

ストック事業へ成長
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ミネラルウォーター事業

お客様の用途に合わせたラインナップ（ナショナルブランド商品・プライベートブランド商品・保存水）

により市場ニーズに対応

ミネラルウォーター市場規模：0.3兆円

［参考］

※1 ㈱矢野経済研究所：2019年3月15日プレスリリース「ミネラルウォーター市場に関する調査を実施（2019年）」をもとに当社作成

※1

581

809
870 873

95.7% 97.5%
93.7% 93.7%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

120.0%

0百万円

200百万円

400百万円

600百万円

800百万円

1,000百万円

2021年2月期

（実績）

2022年2月期

（見込）

2022年2月期

（実績）

2022年2月期

（見込）

売上高 原価・販管費率

・売上
2022年2月期（見込）と2022年2月期（実績）を比
較すると61百万円増加しております。
理由としては、既存顧客の向け販売が予定を上
回ったことにより増加しております。
・原価・販管費率
主に販管費を削減したことによります。
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最高品質のナチュラルミネラルウォーター

自社ブランド

プライベートブランド備蓄用保存水

地下300mから汲み上げた原水

高品質のため非加熱処理

外気に触れない無菌状態ボトリング

pH値8.1～8.4

軟水でまろやかな甘み

採水地
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中核プロダクト（人気商品）強み・特徴

プライベートブランド 備蓄用「保存水」

法人向けオリジナルウォーター

主要取引先
・ホテル・教育機関・官公庁・自治体・企業など

需要・用途
・幅広い広告（ノベルティ、会議、イベントなど）
・組織や企業のブランディング強化（自社PR）
・労働コスト（来客用お茶出しなど）削減
・愛校心、愛社心の喚起

優位性
・完全なオリジナルデザイン

15か所の採水工場から水質やボトルデザインを
選択できる

・コストパフォーマンスが高い
市場に流通する既製飲料水よりも高品質で安価

保存可能期間7年5ヶ月の最高品質天然水

主要取引先
・防災商社・官公庁・自治体・企業など

優位性
・国内随一の水質、厳重な品質管理

最高水質の工場による最新技術の無菌ボトリング

・他社の備蓄水よりも保存期間が長い
市場の主流品が3～5年保存に対し、当保存水は
7年間と極めてコストパフォーマンスが高い

※東京都「帰宅困難者対策条例」
事業者は災害時、従業員の一斉帰宅の抑制に伴う
3日分の水や食料の備蓄努力が求められている
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今後の展開

プライベートブランド（法人向けオリジナルウォーター）需要拡大

・ コロナ禍により衛生意識が向上し、来客時の飲料対応などをカップからペットボトル化する企業が急増

・ ブランディングや広告効果への期待定着

今後は既存取引先のホテル・大学等に加え、一般企業への営業を一層強化

備蓄用保存水の更なる販路開拓（2023年2月期実施予定）

・ 高まる防災意識の中、2011年の震災より10年経つ2021年、市場主流5年備蓄水の入れ替え時期到来

各省庁における一般競争への入札参加資格を取得済（全省庁統一資格）

防災商社への営業強化と同時に一般企業などへ新規販売チャネルを拡大

1

2

ＳＤＧｓ・環境対応商品の提案

・ アルミ缶・紙パック入りの天然水の提案

・ リサイクル１００％のペットボトルの提案

既存取引先に加え新規取引先（ホテル・大学・一般企業）へ提案

3
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SDGｓへの取り組み



3 他容器への

取 り 組 み1 ペットボトル

の 軽 量 化 2 リサイクル

ペットボトル

ペットボトルの原材料であるプ

リフォームを現在より2割軽くす

ることにより、環境に配慮した

ペットボトルの製造テスト中。

原材料削減の他、ごみの容積減

少にもつながる。

回収をしたペットボトルを他の

商品にリサイクルするのではな

く、粉末にし、再びペットボト

ルの原料へ100％リサイクルを

目指している。

海洋プラスチックの問題より、

ペットボトル容器以外の商材の

問い合わせが増加。紙パックや

缶・ビンを使用したミネラル

ウォーターを検討中。
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SDGｓに対する各協力工場との取り組み



５．財務情報・計画
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2023年2月期 連結業績見通し

売 上 高 営業利益 （百万円）

2021年2月期 2022年2月期 2023年2月期

5,292 

4,006 
3,507 

581

870

873

151

382

500

-234

-471

1724 54 55

-236

-82

27

水まわりサービス

ミネラルウォーター

広告メディア6,025

5,260
4,881

2021年2月期 2022年2月期 2023年2月期

-446
-499

99

（見込）（見込）

・営業利益
2023年2月期（見込）につ
きましては、広告宣伝費及
び販売手数料の見直しを中
心にコスト削減並びに業務
効率を図ることで利益の増
額を見込んでおります。

・売上高
2023年2月期（見込）につきまして
は、昨年から開始しております加盟店
（水まわり支援）ビジネスのため、支
援に係る収入となるため2022年2月期
と比較して減少しております。



前連結会計年度
（2021年2月期）

当連結会計年度
（2022年2月期）

増 減

流動資産 1,562 1,165 ▲396

固定資産 1,125 948 ▲177

総資産 2,687 2,113 ▲573

流動負債 975 864 ▲110

固定負債 702 793 90

純資産 1,009 455 ▲554

自己資本比率 19.7% 0.5％ ▲19 .2 ％
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2022年2月期 通期 連結貸借対照表

（単位：百万円）
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2022年2月期 通期 連結損益計算書

前連結会計年度
（2021年2月期）

当連結会計年度
（2022年2月期）

増 減

売上高 6,025 5,260 ▲765

売上原価 3,437 2,903 ▲533

売上総利益 2,587 2,356 ▲231

販管費 3,034 2,856 ▲178

営業利益 ▲446 ▲499 ▲52

経常利益 ▲440 ▲516 ▲75

当期純利益 ▲645 ▲549 95

（単位：百万円）

親会社株主に帰属する
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2022年2月期通期 営業利益増減要因
（単位：百万円）

増加要因

減少要因

2021年2月期

営業利益
売上総利益

増減額

その他販管費

増減額

販売手数料

増減額

広告費

増減額

2022年2月期

営業利益

▲446

+352

▲231

▲499

▲213

+38
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2022年2月期の計画・実績差異について

2022年2月期
[計 画］

2022年2月期
[実 績］

増 減 理 由

売上高 5,489 5,260 ▲229
加盟店向け入電数・加盟店サー
ビススタッフ数が見込みを下
回ったため

売上原価 2,892 2,903 +11 加盟店支援業務関連費用が
見込みを上回ったため

売上総利益 2,596 2,356 ▲240

販管費 2,943 2,856 ▲87
加盟店向け入電・売上が見込み
を下回ったことにより販売手数
料が見込みを下回ったため

営業利益 ▲346 ▲499 ▲153

経常利益 ▲356 ▲516 ▲160

当期純利益 ▲439 ▲549 ▲110

（単位：百万円）

親会社株主に帰属する
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2022年2月期通期 営業利益の計画・実績増減要因

（単位：百万円）

増加要因

減少要因

▲346 ▲499



６．参考資料
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事業運営における主なリスク

項 目 影響する事業セグメント 主 要 な リ ス ク 及 び 影 響 リスク対応

加盟店ビジネスモデルについて

顕在化する可能性：中

顕在化する時期：中長期

水まわりサービス(支援)事業

当社グループは、「水まわりサービス事業」において、当社正社員スタッ
フが修理等のサービスを提供することなく加盟店スタッフが通信販売形式
によりサービスを提供し、当社はコールセンター業務等加盟店支援業務を
行う加盟店ビジネスモデルを行っております。しかしながら、加盟店は、
当社とは資本関係のない独自の経営をしており、当社の管理が細部まで行
き届かない可能性があります。また、当社の支援が及ばず加盟店において
当社に悪影響を及ぼすような事態が発生した場合、当社の業績及び財政状
態に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループとしては、加盟店ビジネスへ
の転換に対応すべく、グループ内管理体制
の強化をするとともに、加盟店向け研修な
どの支援に注力し都度見直しを図ってまい
ります。

季節変動性と環境要因について

顕在化する可能性：中

顕在化する時期：上半期

水まわりサービス(支援)事業

当社グループの主力事業である水まわりのサービスに対する需要は、お盆、
年末年始等の帰省がある８月、12月及び１月に拡大する傾向があります。
また、寒波による水道管凍結又は破裂により冬季に需要が高くなることが
あります。一方、天候の安定している春や梅雨の時季は需要が低い傾向に
あります。したがいまして、当社グループの売上高及び営業利益は、これ
らの季節的な需要要因のため、下半期の占める割合が高くなっております。

現在、季節的な需要要因を分散化させるこ
とを視野に、関連事業である広告メディア
事業、サブスクリクション・マネタイズへ
の事業領域の拡大を視野に入れております。
また、水まわりサービス以外の事業ポート
フォリオの見直しを図ってまいります。

インターネット関連市場について

顕在化する可能性：中

顕在化する時期：中長期

水まわりサービス(支援)事業
広告メディア事業

当社グループは、インターネットサイトを運営しております。インター
ネットビジネス業界は、近年のスマートフォンの普及等を背景に各種サー
ビスの拡大が図られており、今後も市場規模は継続的に拡大していくもの
と考えております。一方で、同業界は技術革新のスピードが速く、新たな
サービスやビジネスが次々と創出されており市場環境の変化が激しいこと
から、当社においてもこれらの変化等に迅速に対応する必要があります。
しかしながら、インターネットの技術革新への対応が不十分となった場合
には、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループとしては、変化に対応すべく、
常に最新技術の把握に努めるとともに、新
機能の開発及びサービスの向上に展開でき
るよう体制整備を図ってまいります

※その他のリスク情報に関しましては、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照願います。



Copyright © Aqualine Ltd. All Rights Reserved 63

事業運営における主なリスク

項 目 影響する事業セグメント 主 要 な リ ス ク 及 び 影 響 リスク対応

法的規制

顕在化する可能性：中

顕在化する時期：中長期

水まわりサービス(支援)事業
広告メディア事業
ミネラルウォーター事業

当社グループは、事業を営むにあたり許認可等を含む法的規制を受けてお
ります。水まわりサービス事業では、当社グループ及び加盟店のサービス
スタッフが、通信販売形式による修理等のサービスを提供しております。
お客様がお電話にてプランを選択して修理の申込みをし、ご依頼のあった
お客様宅へ訪問して、水まわりの施工を行う際、お客様から当初依頼され
ている作業以外のサービスについては、見積書を作成しお客様に渡し、
サービススタッフが契約を承諾することなく、お客様がコールセンターに
お電話をして契約します。この通信販売形式は業務フローどおり運用され
ていない場合に、訪問販売にあたる可能性があるため、特定商取引に関す
る法律の適用を受ける場合があります。また、当社グループ事業のうち、
ミネラルウォーターをインターネットで販売する事業も、特定商取引に関
する法律による規制を受けております。なお、当社グループ事業は、主に、
一般消費者を顧客とするものであるため、消費者契約法等の消費者保護関
連法令の規制を受ける場合があります。
さらに、当社グループは事業の性格上、多くの個人情報を保有しておりま
す。そのため、個人情報の保護に関しては、個人情報の保護に関する法律
の適用を受けます。
加えて、広告掲載における不当景品類及び不当表示防止法、人事労務にお
ける労務関連法規、その他の法的規制を受けます。

当社グループでは、社内ルールの制定及び
サービススタッフ等に対して徹底したコン
プライアンス研修を実施し、並びに情報セ
キュリティ対策を実施することにより、法
令遵守体制の整備・強化に取り組んでおり
ます。また、水まわりサービス事業におい
ては、実際にコンプライアンスが守られて
いるかどうか、作業直後にお客様への電話
アンケート等により確認を行っております。

情報の管理について

顕在化する可能性：中

顕在化する時期：中長期

水まわりサービス(支援)事業
広告メディア事業
ミネラルウォーター事業

当社グループが行っている「水まわりサービス事業」を運営するにあた
り、多くの利用者の個人情報を取り扱っております。しかし、予測不能
な事態により当社グループが保有する個人情報等が外部へ流出した場合
には、賠償責任を課せられるリスクや当社グループの信用を毀損するリ
スク等があり、これらの場合、当社グループの業績及び財務状況に影響
を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、これらの情報の外部へ
の不正な流出、漏洩事故を防止するために
システムへのアクセス状況の監視及びセ
キュリティーの継続的な改修により、情報
管理体制の強化を図っております。また、
情報管理規定やアクセス権限を設定し、内
部監査で管理体制を確認しております。

※その他のリスク情報に関しましては、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照願います。
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事業運営における主なリスク

項 目 影響する事業セグメント 主 要 な リ ス ク 及 び 影 響 リ ス ク 対 応

継続企業の前提に関する重要事項等について

顕在化する可能性：大

顕在化する時期：中長期
水まわりサービス(支援)事業

当社グループは、「水まわりサービス事
業」及び「水まわりサービス支援事業」
において業務提携先からの入電減少や新
型コロナウイルス感染症の拡大による入
電減少、新人サービススタッフ増加に伴
う生産性・効率性の低下等により、前連
結会計年度まで２期連続して、営業損失、
経常損失及び親会社株主に帰属する当期
純損失を計上しており、また、前連結会
計年度の損失額に重要性が認められるこ
とから、継続企業の前提に関する重要な
疑義を生じさせる事象又は状況が存在し
ているものと認識しておりました。

当連結会計年度においても、「水まわ
りサービス事業」において前連結会計年
度から続く新人サービススタッフ増加に
伴う生産性・効率性の低下について改善
途上であることに加え、行政処分を受け
た影響により事業を中断し「水まわり
サービス支援事業」へビジネスモデルを
移行したものの入電数が大きく落ち込み、
引き続き営業損失、経常損失及び親会社
株主に帰属する当期純損失を計上してお
り、継続企業の前提に関する重要な疑義
を生じさせる事象又は状況が存在してお
ります。

１．事業収支の改善
「水まわりサービス支援事業」において、当社正社員スタッフが修理等

のサービスを提供することなく加盟店スタッフが通信販売形式によりサー
ビスを提供し、当社はコールセンター業務等加盟店支援業務を行う加盟店
ビジネスモデルに移行いたしました。当社は創業27年のノウハウを活か
し加盟店支援業務及び加盟店従業員に対する技術・マナー支援等に注力し、
加盟店営業部の設置やコンプライアンス・法務セクションを創設する等コ
ンプライアンス体制を構築いたします。合わせて、当社グループ全体の収
益力を向上させるため、コールセンター業務等の効率的な運営を行い、経
費の見直しや固定費の削減に努め事業収支の改善を図ってまいります。

なお、現在業務を中断しております「水まわりサービス事業」につきま
しても、従前の訪問販売とは異なる通信販売方式のもと、コンプライアン
ス体制が十分整った事が確認できた場合には再開予定であり、コールセン
ター業務等加盟店支援業務を行う「水まわりサービス支援事業」とともに、
入電数及び工事施工件数の増加に努めてまいります。
２．資金繰りの安定化

当連結会計年度末において現金及び預金は551,194千円であり、2021
年８月に金融機関からの借り入れ実行が200,000千円、2022年２月に第
三者割当増資による新株の発行が70,980千円及び第１回無担保転換社債
型新株予約権付社債の発行が180,000千円あったものの前連結会計年度末
に比べ345,474千円減少しております。このような状況の中、メインバン
クを中心とした取引金融機関などに対して、資金支援の要請をしてまいり
ます。また、自社保有資産の売却も進める予定です。なお、取引金融機関
と総額400,000千円の当座貸越契約を締結しており、当連結会計年度末に
おける借入未実行残高は400,000千円であります。

※その他のリスク情報に関しましては、有価証券報告書の「事業等のリスク」をご参照願います。



企 業 名 株式会社アクアライン

代 表 者 代表取締役社長 大垣内 剛

決 算 月 2月

設 立 1995年11月1日

本 社
東京都千代田区霞が関三丁目2番5号 霞が関ビル30F

広島県広島市中区上八丁堀8番8号 第1ウエノヤビル6F

支 社

事 業 所

横浜市西区みなとみらい2-2-1 横浜ランドマークタワー11Ｆ

東京都千代田区霞が関３丁目３−２ 新霞が関ビル１Ｆ

東京都板橋区西台3-33-14

証 券 コ ー ド 6173

資 本 金 3億1,579万9,700円（2022年2月28日現在）

事 業 内 容

水まわりサービス(支援)事業

広告メディア事業

ミネラルウォーター事業

従 業 員 数 112名（連結 2022年2月28日現在）
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会社概要



本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking statement)を

含みます。

これらは、現在における見込み、予測およびリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの 記述とは異

なる結果を招き得る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況・金利・通貨為替変動といった一般的な国内およ

び国際的な経済状況が含まれます。

また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用したもであり、かかる情報の正確性、適正性

等について当社は何らの検証も行っておらず、またこれを保証するものではありません。

免責事項

次回の本開示は2023年5月を予定しております。


